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1. はじめに 

地震調査研究推進本部は、地震防災対策の一つとして地震動ハザードを評価するため、「震源断層を

特定した地震の強震動予測手法（レシピ1）」を用いて全国的な地震動予測地図を発表している。 
2017年度版の全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2017a）では、工学的基盤

までの地震動をこれまでより正確に計算する事を目的として、浅部・深部統合地盤構造モデルを作成し、

関東の活断層を震源断層として特定した地震動予測を行った。そのモデルの作成手順を新たに「レシピ」

に加え、地下構造モデル作成の考え方も含めて整理し、「地下構造モデル作成の考え方」（地震調査研

究推進本部地震調査委員会, 2017b）として公表した。 
今回、公表した関東地方の浅部・深部統合地盤構造モデルは、この考え方に沿って作成されているが、

「地下構造モデル作成の考え方」は、地下構造モデルを始めから作成する場合を想定し、全国のどこで

も活用できる作成法を示しているのに対し、公表したモデルは、基本構造として既存のモデルを利用し、

新たにデータを加えて地震波速度や層境界の深さの再調整を行い、モデルの再構築をしている。そのた

め、「地下構造モデル作成の考え方」に示された手順に完全に一致しているわけではない。 
本説明資料では、公表したモデルを作成するために用いたデータや具体的な作業手法を説明する。 

 

2. 地震基盤以深の地殻構造のモデル化 

浅部・深部統合地盤構造モデルでは、地震基盤以深の地殻構造は「全国１次地下構造モデル（暫定版）」

（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2012）を初期モデルとして用いた。本モデルは日本測地系に準

ずるが、ここで作成した浅部・深部統合地盤構造モデルは、世界測地系に基づき作成した。 
地震基盤上面設定にあたっては、ボーリングや物理探査のデータに加えて、重力異常値の分布パター

ン（図2-1）と概ね整合するようにした。「全国１次地下構造モデル（暫定版）」は、プレート上面深度

として、Sato et al. (2005)や馬場・他（2006）などを取り込み、既往研究（例えば、領木,1999; Matsubara et 
al., 2008）などを比較・参照して設定されている。 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図2-1 産業技術総合研究所による重力図 (ブーゲー異常)（仮定密度 2.67 g/cm3） 

 

                                                   
1 「レシピ」で地下構造モデル作成の手順が公開され、これに基づく広域地盤構造モデルは、J-SHISで
公開されている。 
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3. 初期モデルとして用いる深部地盤構造のモデル化「関連する手順」 

今後、広域に展開していく際に、層構造等（速度層）を統一的に扱うため、全国一律に評価・作成さ

れた全国地下構造モデルであるJ-SHISモデル（藤原・他, 2009）を基本モデルとし、関東地方の既往の深

部地盤構造モデルを整理し、再構築して初期モデルとした。以下、収集したデータ、作成した初期モデ

ルの特徴などを紹介する。 
 
3-1. 収集した地質情報および各種構造探査データ・既往モデル「手順(1)」 

関東地方の地質図（図3-1-1）、図3-1-2に示すように、深部地盤構造に関する情報を含む物理探査情報

（反射法地震探査・屈折法地震探査・微動アレイ探査等）やボーリングデータ、地質断面等のデータ、

既往モデルを収集した。 
既往モデルとして、文部科学省における研究委託事業「大都市大震災軽減化特別プロジェクト

(H14-18)」によって作成された大大特モデル（三宅・他, 2006）、「首都直下地震防災・減災特別プロ

ジェクト(H19-23)」による千葉県・茨城県の広域モデル（先名・他, 2013）や千葉県（千葉県, 1999）
が県の被害想定のために作成した深部地盤構造モデルを収集した。防災科学技術研究所で作成した北関

東（栃木県・群馬県）の地質・土質モデルも用いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1-1 関東地方の地質図。下の図は、第三紀以新の新しい地層の分布のみを示したもの。 

（産業技術総合研究所のシームレス地質図から作成： https://gbank.gsj.jp/seamless/maps.html） 
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図3-1-2 深部地盤構造に関する情報を含む物理探査情報例 

 

3-2. 地質層構造と速度構造の対比に用いたデータ「手順(2)」 

 

J-SHISモデルの層区分に合わせて、ボーリングデータと地

質断面等のデータを用いて地質区分を行い、物性値を設定し

た（表3-2-1）。J-SHISモデルでは、物性値への対応関係は、

Ludwig et al. (1970)の関係図（図3-2-1）を用いている。 

 地震基盤より上の堆積層に関しては、岩相（岩質）自体の

相違（堆積岩類と火山岩類）の影響に加えて、深度増加に伴

う弾性波速度の増加傾向が認められるので、この層区分でも、

時代が古く堆積盆の深い位置に出現する地層ほど弾性波速度

が大きく設定されている。 
 
表3-2-1 層区分と物性値の設定（藤原・他,2009）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図3-2-1 Ludwig et al. (1970)によるP

波速度およびS波速度（km/s）と密度

(g/cc)の関係図 

P波反射法最終断面図(千葉県, 1999) 

反射法断面図と屈折法による速度モデル(東京都, 2005) 
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 微動アレイ探査による暫定解析結果から地盤モデルを作成し、既往の地盤モデルの理論位相速度を比

較・検討して、J-SHISモデルに対して新たに７つの速度固定層を挿入した。図3-2-2に千葉県での既往研

究からの検討例を示す。 
 
    千葉県の深部地盤構造モデルの検討例    J-SHISモデル(2009)に新たな速度層を挿入 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-2 既往の千葉県モデルとJ-SHISモデルの千葉県周辺の物性値を比較して、J-SHISモデルに新たに

Vs=700m/s層と1000m/s層を挿入して、千葉県地域の深部地盤構造モデルの層区分を作成した例。 
 
 
3-3. 既往モデルとJ-SHISを用いたモデルの三次元展開「手順(3)」 

浅部・深部統合地盤構造モデルの初期モデルとしてVs=350m/sを工学的基盤上面とする深部地盤構造

モデルを作成するために、収集した既往の浅部地盤構造モデルを整理し、関東全域（埼玉・東京・神奈

川・千葉・茨城・栃木・群馬県）の統一的な観点による浅部地盤の作成・修正を行った。浅部地盤とJ-SHIS
モデルとの接続を行い、ボーリングデータでVs=350m/sの上面深度を修正した後、それ以深を微動観測記

録および地震記録でチューニングを行い、浅部・深部統合地盤構造モデルとして用いる深部地盤構造モ

デルの初期モデルとした。 

 

3-4. 地震記録によるモデルの調整「手順(4)」 

浅部・深部統合地盤構造モデルでは、作成した三次元速度構造モデルに対し、観測された地震記録の

水平上下スペクトル比（H/VもしくはR/Vスペクトル）と速度構造モデルから得られるレイリー波の高次

モードまでを考慮した理論H/Vスペクトルの形状の比較によるモデルの調整を試みた。特に、卓越周期が

できるだけ一致するように層厚を修正するなどの調整を行った。 
地盤構造の推定方法としては、PS検層や反射法探査、微動アレイ観測など、さまざまな方法が用いら

れている。近年、拡散波動場において地震動水平上下スペクトル比が地震基盤以浅の伝達関数の水平上

下比に比例するという理論（Kawase et. al., 2011）も提唱されており、今後の活用が期待されている。 
 

 H/V(R/V)スペクトルの比較による深部地盤構造モデルの修正方法 
調整手法と手順は、藤原・他（2009）を参考として以下のように行った。 
 
① 中規模の地震について、観測波形の水平動成分の地震波の到来方向の成分と上下動成分の

H/V(R/V)スペクトルを求め、観測点位置における地形区分なども考慮しつつ長周期側のピーク

周期を読み取る。 
 

② 作成した深部地盤構造モデル（初期モデル）を用いて、時松・新井（1998）による 3-4-1 式に

基づきレイリー波の 4 次モードまでを計算した理論 H/V スペクトルと、観測波形の H/V(R/V)ス
ペクトルを比較し、両者の H/V スペクトルのピーク周期が異なり、モデルの調整が必要な観測

地点を抽出する。 

J-SHISモデルに存在しない層（＊） 

物性値（Vs）が違う層 

挿入 
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         PHR

PVR

(ARj kRj)2 (u w) j
2

j 0

4

(ARj kRj)2

j 0

4
             （3-4-1） 

ここで、 
    PH ：水平動成分のパワースペクトル 
    PV ：上下動成分のパワースペクトル 
    k ：波数 
    A ：ミディアムレスポンス 

    u w ：レイリー波の地表における粒子軌跡の水平方向・上下方向比 
で添え字の R はレイリー波を示している． 

 
 
観測波形の H/V(R/V)スペクトルには浅い地盤構造の影響も含まれているため、深部地盤構造モ

デルの表層部の速度を、各観測地点における速度検層のデータをもとにした速度構造で置き換えて

理論 H/V スペクトルを求めた上で、観測波形の H/V(R/V)スペクトルと比較することにより、観測波

形に認められる周期１秒以下の短周期のピークに対して、どの程度、深部地盤と浅部地盤の速度構

造が寄与しているかを判断してモデルを修正する際に参考にする。 
 

③ モデル調整が必要な各観測地点について、観測波形の H/V(R/V)スペクトルを説明できるように

速度構造の修正を行う（図 3-4-1）。 
 

④ 各観測地点での修正結果を用いて、地質構造による補完などにより、周辺地域の調整を行う。 
 

⑤ 上記③および④の作業を地域全体について行い、モデルを調整する。  
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図 3-4-1  H/V(R/V)スペクトルの比較による深部地盤構造モデルの修正方法 

 

H/V(R/V)スペクトルの比較によって修正したモデルを、浅部・深部統合地盤構造モデルの深部部分の

初期モデル（図3-4-2）とし、新たに７層の速度固定層（Vs=350, 500, 700, 1000, 1500, 3200, 3400 m/s）を

モデル化するため、J-SHISモデルから改良した初期モデルとして表3-4-1の物性値を与えた。 
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表3-4-1 深部地盤初期設定物性値一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-4-2 初期モデルとして使用した深部地盤構造モデル 

 の各速度層（左上から下へ500, 700, 1000m/s、右上から下へ 1500, 3200m/s）の上面深度分布 

 

 

 

 

Vs=500m/s上面 

Vs=700m/s上面 

Vs=1000m/s上面 

Vs=1500m/s上面 

Vs=3200m/s上面 
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3-5. 地震動の再現計算による速度構造モデルの検証「手順(5)」 

調整したモデルを用いて、差分法による再現計算を行った。計算の対象とした地震は、深さや震央の

位置を考慮して選んだ7地震である（表3-5-1、図3-5-1）。これらの地震では、K-NET、KiK-net、および、

千葉県と茨城県が設置している震度計により、多くの強震記録が得られている。地震動シミュレーショ

ンは表3-5-2の条件で行った。深部地盤構造モデルでは、地震基盤までがモデル化されているため、それ

よりも深部の構造については、２章で述べたように全国1次地下構造モデル（暫定版）を用いている。ま

た、モデルを修正した効果を調べるために、基本モデルとして与えたJ-SHISの地下構造モデルによる計算

結果も示す。 
 

表3-5-1 差分法の計算対象とした地震の一覧 
date time latitude longitude depth Mj Mw Mo strike dip rake

°N °E km Nm NIED Chiba Ibaraki
1 1998/8/29 8:46:42 35.633 140.029 64.6 5.3 5.3 9.80E+16 111 64 -27 31 - -
2 2003/5/12 0:57:06 35.869 140.086 46.9 5.3 5.2 7.07E+16 135 50 -5 56 57 -
3 2003/5/17 23:33:10 35.739 140.651 47.3 5.3 5.3 1.13E+17 193 24 91 60 - -
4 2004/3/11 11:34:57 36.322 141.008 47.5 5.3 5.3 1.04E+17 5 72 66 50 22 30
5 2004/10/6 23:40:40 35.989 140.090 66.0 5.7 5.7 4.52E+17 360 64 83 65 59 63
6 2005/5/19 10:14:26 35.559 141.082 33.4 5.4 5.3 1.21E+17 301 61 99 52 34 8
7 2007/8/18 16:55:08 35.342 140.345 20.2 5.2 5.1 5.72E+16 236 20 76 57 - 17

data

 
 

表3-5-2 差分法の概要 

手法 不連続格子を用いた差分法  (Aoi and Fujiwara, 1999)
格子サイズ 深さ7.5kmまで：70m

深さ7.5kmから100kmまで：210m
Q値の参照周期 1秒
時間間隔 0.05秒
有効周期帯 1秒以上

震源時間関数 Smoothed ramp function（パルス幅1秒）  
 
 

 

図3-5-1 差分法の計算に用いた地震（左）と、波形計算の対象とした観測点（右） 
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地震動シミュレーション結果の一例として、2004年10月6日の茨城県南部の地震（深さ66㎞、M5.7；
表3-5-1、図3-5-1の5番目の地震）による結果を図3-5-2に示す。図中の波形は、計算波形および観測記録

に0.1~0.5Hzのバンドパスフィルターを施した。計算値は工学的基盤上面（Vs=350m/s）での値となってい

る。今回の検討により、350m/s層がモデル化された地域において最大速度値が大きくなる傾向がみられ

た。さらに、図3-5-1（右）に示した2つの測線での速度波形、フーリエスペクトルの比較からは、今回の

モデルによって観測記録のピークがより再現されていることが確認できる（図3-5-2a,b）。 

 図3-5-2a  図3-5-1（右）の測線A-A’での観測記録（黒線：Obs）と今回のモデルを用いた結果（赤

線：NEW）、および、J-SHISモデルを用いた結果（青線：J-SHIS）の速度波形とフーリエスペクトルの比

較。波形には0.1～0.5Hzのバンドパスフィルターを施している。スペクトルは0.05HzのParzen windowに

より平滑化している。 
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図3-5-2b  図3-5-1（右）の測線B-B’での比較。 
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 作成した深部地盤構造モデルについて 
  図3-5-3に作成した深部地盤構造モデルの断面図の例を示す。 
 

＜資料＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

図 3-5-3  関東地方の深部地盤構造モデル（S波速度）の断面図(測線位置は地図上の赤線) 
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4．浅部地盤構造のモデル化（地質の三次元的な連続性を重視したモデル化）  

関東地方の浅部・深部統合地盤構造モデルの特徴は、浅部地盤構造モデルを高度化したことにある。

まず始めに１都４県（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県）で作成された既往の浅部地盤

構造モデル（防災科学技術研究所（2011）等の地盤構造モデルおよび自治体で作成された地盤構造

モデル）を再整理し、統一的な観点で浅部地盤構造モデルの作成および修正を行った。さらに、関

東地域の表層地質データや地盤調査に利用されているボーリングデータを大量に収集して地盤応答計算

用の一次元多層速度構造モデルを250mメッシュごとに作成し、メッシュごとの一次元速度構造モデルを

スムーズに接続するために地質の連続性を重視したモデル化を行った。また、作成した三次元速度構造

モデルに対し、微動観測によるＳ波速度の決定によるチューニングを行うことで、短周期部分まで地震

動の再現性の良いモデルを目指した。  
以下、用いたデータ、作成したモデルの特徴などについて紹介する。 

 
4-1. ボーリングデータによるモデル化の方法 

4-1-1. 収集した各種調査データと微地形区分による「山地・丘陵」,「台地・低地」の区分「手順(1)」 

 

 浅部地盤構造モデルを作成するためのデータの収集・整理 

メッシュ区分 

メッシュ区分方法は、「統計に用いる標準地域メッシュ及び標準地域メッシュコード（昭和 48 年 7

月 12 日行政管理庁告示第 143 号）の４分の１地域メッシュに準拠しており、緯度方向 7.5 秒、経度

方向 11.25 秒（約 250m 四方）である。 

ボーリングデータ 

関東７都県全体で約 28万本のボーリングデータを収集した（図 4-1-1）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-1 収集したボーリングの位置図。色の違いは掘進深度（m）を示す(右図は凡例)。 
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地表標高データ 

基盤地図情報の数値標高モデル（DEM）を用いて、作成する地盤構造モデルの 250m メッシュごとに、

以下の条件で標高値を設定した（図 4-1-2）。 

標高（5mDEM を基本使用するが、未整備の場合は 10mDEM を使用した） 

 低地：250m メッシュに含まれる 5mDEM の最小値 

 台地：250m メッシュに含まれる 5mDEM 値の最大値 

 山地・丘陵：250m メッシュに含まれる 10mDEM の平均値 

図 4-1-2 地表標高（250m メッシュ、5mDEM,10mDEM から作成） 

 

 微地形区分による「山地・丘陵」,「台地・低地」の区分 

微地形区分データは、J-SHIS により公開されている世界測地系に対応した「全国統一基準による地

形・地盤分類 250m メッシュマップ」（図 4-1-3, 若松・松岡, 2013)を参考にし、本検討では若松・松

岡（2013）では 6.火山性台地、23. 河道・水路という区分を、6.火山性丘陵、23.河道として区分し、

25 番目に海域を追加し、「山地・丘陵」,「台地・低地」にグループ分けした(表 4-1-1)。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-3 図 4-1-3 微地形区分(若松・松岡, 2013) 
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4-1-2. 柱状図（代表柱状図）を用いた層区分「手順(2)」 

ボーリングデータを用いた浅部地盤の地質区分作業は、既

往文献等に示された当該地域の地質層序に関する考え方を参

照して、モデル化の対象地域の地質層序を設定し、柱状図（代

表柱状図）を地質で区分する。 

データが密にある地域では、細分した地質ごとに、周辺メ

ッシュ内で優勢な土質区分を採用し、各メッシュでの代表柱

状図を作成した。N値は周辺メッシュのデータを含めた平均値

とした。 
ボーリングデータの密度が小さい地域では、データのない

メッシュについては、周辺メッシュも含めて地層の連続性を

検討して土質分布を推定した。海成粘土層や火山灰層などが

存在する場合には、これらを鍵層として横方向の地層の連続

性を推定している。Ｎ値は周辺のデータのあるメッシュから

求めた平均値とした。 
一般に、堆積平野の浅部地盤については、海水準変動に伴

う層相変化をもとに地層が区分されている。更新統（関東地

域では、下総層群ないしその相当層）については、粘性土主

体でＮ値の小さい細粒な層と、砂質・礫質でＮ値50ないしそ

れ以上を示す層の鉛直方向の層相変化をもとに地層が区分さ

れている。台地部では、更新統を覆う上位の段丘構成層とロ

ーム層が区分されている。海岸部および河川沿いの地域では、

更新統ないしそれより古い地層の上位に完新統（≒沖積層）

が分布し、基本的には海水準変動に伴う層相変化をもとに地

層・層相が区分されている。これらの基本要素を踏まえ、台

地・低地部を整理した地質層序表を関東の都道府県毎に整理

し、表4-1-2の一覧表にまとめた。参考とした地質層序に関す

る資料を図4-1-4に示す。 

 

 山地・丘陵部、火山地の層区分 

 山地・丘陵部、火山地においては、地域ごとに地形データ

やボーリングデータを用いて風化部を設定し、その下位を工

学的基盤とした（表 4-1-2）。 

 

 台地・低地部の層区分 

・沖積層 

 ボーリングデータから沖積基底の深度を読み取り、基底面の分布図（図 4-1-5）を作成した。標高によ

る層の連続性を評価するために、整理した 250m メッシュの標高値を用いて、ボーリングから読み取った

沖積基底面の深度値を標高値に換算した（図 4-1-6）。また、微地形区分の山地・丘陵・台地グループに

ついては補間点として 250m メッシュの標高値を追加し、沖積層の層厚がゼロになるように調整した(図

4-1-6 の灰色部分)。これらのデータをもとにボーリングによる沖積層基底面（標高値）と補間ポイント

の 250m メッシュの標高値を用いて、内挿（自然近傍法）により面補間を行った。 

なお、この方法でも、ボーリングデータがない地域、特に台地間に位置する谷底低地などでは、沖積

層が示されない、沖積基底面が標高値を上回るなどの不具合が生じるため、沖積層の層厚が 5m未満（0m

を含む）メッシュについては、層厚を 5m としてモデル化した箇所もある。 

・ローム層 

ボーリングデータからローム層下端の深度を読み取り、分布図を作成した（図4-1-7）。ローム層は台

地にしか存在しないとしてモデル化を行っている（図4-1-7の灰色の部分は低地・丘陵・山地）。ローム

層の上位に盛土などが存在するボーリングデータを除いてローム層の層厚を求めたところ、層厚の中央

値は3.6mであった。この値をふまえ、ローム層の厚さが3m未満のメッシュについては、ローム層厚を全

て3mに調整した。 

表4-1-1 本検討での微地形区分と 

「山地・丘陵」「台地・低地」の対応 

  微地形区分 グループ 

1 山地 

山地・丘陵 

2 山麓地 

3 丘陵 

4 火山地 

5 火山山麓地 

6 火山性丘陵 

7 岩石台地 

(台地) 8 砂礫質台地 

9 ローム台地 

10 谷底低地 

台地・低地 

11 扇状地 

12 自然堤防 

13 後背湿地 

14 旧河道・旧池沼 

15 三角州・海岸低地 

16 砂州・砂礫州 

17 砂丘 

18 砂州・砂丘間低地 

19 干拓地 

20 埋立地 

21 磯・岩礁 

22 河原 

23 河道 

24 湖沼 

25 海域 
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表 4-1-2 関東地域の各都道府県の地質層序整理一覧表（神奈川・東京・埼玉） 

層序区分の鍵層になる層名を黒色で、その他の層を灰色で記した 
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表 4-1-2（つづき） 関東地域の各都道府県の地質層序整理一覧表（千葉・茨城・群馬・栃木） 
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図 4-1-4 浅部地盤の地質区分作業において参照した地質層序（尾崎・木村，2009） 
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図 4-1-5 関東地域の沖積層基底面深度分布(台地・丘陵・山地は灰色で示している) 

 

 
図 4-1-6 関東地域の沖積層基底面標高 
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図 4-1-7 ローム層の基底面深度分布(海域を除く低地と丘陵・山地を灰色で示している) 

 

 

 

 工学的基盤上面の決定 

 ボーリングデータから工学的基盤上面（Ｓ波速度 350m/s 相当と想定）を判定し、その上面の深度分布

を作成した（図 4-1-8）。 

 前述のように、山地・丘陵の工学的基盤面については、地域区分ごとに設定した風化層の下層を工学

的基盤面としている。整理したボーリングによる工学的基盤上面深度と、山地・丘陵の風化層下端を補

間ポイントとして、自然近傍法により工学的基盤上面の面データを作成した。沖積基底面と同様に、標

高値により層の連続性を追跡するために 250m メッシュの標高値を使用し、工学的基盤上面の深度を標高

に換算して補間を行った。 

 ボーリングデータがない地域、山間部の谷底低地については、工学的基盤面が地表標高を超えるなど

の不具合が発生するため、工学的基盤上面深度が 5m 未満のメッシュについては、深度 5mに調整した。 

また、台地・低地と山地・丘陵の境界では層境界に段差が生じる場合がある。これを解消するために、

山地・丘陵部を囲うようにバッファ（範囲約 1km、250m メッシュ 4 個分）を設け、両端を補間により結

合した。なお、山間部の谷底低地などの谷幅が 2km 未満の区域については、今回の処理は対象外とした。 
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図 4-1-8 工学的基盤上面の深度分布  

 

 各メッシュの代表柱状図から層区分して作成した浅部モデル（土質断面）の例（図 4-1-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-1-9a 作成した断面の位置（東京都庁付近） 
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図 4-1-9b 浅部モデルの断面の例（東京都・東西方向・土質断面）。右図に、地層区分面と土質区分の

凡例を示す。 

 
図 4-1-9c 浅部モデルの断面の例（東京都・南北方向・土質断面）。 
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4-1-3. Ｎ値・土質区分と物性値の相関による一次元速度構造モデルの作成「手順(3)」 

 浅部地盤の物性値の設定 

 浅部地盤構造モデルにおける物性値として、関東地域の浅部地盤構造モデル作成に用いたボーリング

データをもとにＮ値とＳ波速度との関係式（回帰式）を作成し、Ｎ値を弾性波速度値に変換することに

より速度構造モデルに変換した。 

物性値の設定に用いた資料を以下の図表に示す。 

 ・土質区分ごとのＮ値を用いたＳ波速度の設定：表 4-1-3、図 4-1-10、図 4-1-11 

  ・上載圧（深さ）を考慮した場合と考慮しない場合の土質ごとの N値と S波速度との関係式に与えた

パラメター：表 4-1-4、表 4-1-5 

 ・Ｐ波速度の設定（変換式）：  

                   VsVp 099.5  中央防災会議（2001）                    
ただし、 Vp   ：P波速度(m/s) 

Vs   ：S波速度(m/s) 
・密度の設定：中央防災会議（2001）による土質と N値の区分を参考にし、単位体積重量を求め、密

度を設定した（表 4-1-6）。 

・工学的基盤として設定したＳ波速度：図 4-1-12 

 

表4-1-3 S波速度とN値の設定 

 本検討データの回帰式 中央防災会議(2006)の回帰式 

粘性土（沖積・洪積） Vs=123.8・N0.2641 Vs=111.3・N0.3144 
砂質土（沖積・洪積） Vs=90.58・N0.3219 Vs=94.38・N0.3020 
礫質土（沖積・洪積） Vs=121.9・N0.2635 Vs=123.05・N0.2443 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Vs=102.093±0.1345×N0.2641 
データ数：698 

Vs=101.957±0.1226×N0.3219 
データ数：887 
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Vs=102.086±0.1526×N0.2635 

データ数：152 

図4-1-10 土質区分ごとのS波速度とN値の関係 

－：中央防災会議による関係式 

－：修正した関係式 

◆：PS検層によるＳ波速度 

■：各微地形区分のPS検層のS波速度とN値の関係の平均値 
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図4-1-11 地質年代も考慮した土質区分ごとのS波速度とN値の関係 

Vs=101.918±0.1139×N0.2432 

データ数：131 
Vs=102.101±0.1153×N0.2479 
データ数：549 

Vs=102.102±0.1515×N0.2432 
データ数：218 

Vs=102.168±0.1159×N0.2235 
データ数：202 

Vs=101.179±0.1597×N0.7764 

データ数：17 
Vs=102.254±0.1396×N0.1879 

データ数：68 
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地質名 記号 N値
単位体積重量

(KN/m3)

B1 0～4 15.7

B2 4～10 16.7

B3 10～ 19.6

Ap1 0～1 11.8

Ap2 1～ 12.8

Ac1 0～2 13.7

Ac2 2～4 14.7

Ac3 4～8 15.7

Ac4 8～15 16.7

Ac5 15～30 17.7

Ac6 30～ 17.7

As1 0～4 16.7

As2 4～10 17.7

As3 10～30 18.6

As4 30～50 18.6

As5 50～ 18.6

Ag1 ～20 18.6

Ag2 20～30 19.6

Ag3 30～50 19.6

Ag4 50～ 19.6

Lm1 0～4 13.7

Lm2 4～ 14.7

Dc1 0～2 14.7

Dc2 2～4 15.7

Dc3 4～8 16.7

Dc4 8～15 17.7

Dc5 15～30 17.7

Dc6 30～ 17.7

Ds1 0～4 17.7

Ds2 4～10 17.7

Ds3 10～30 18.6

Ds4 30～50 18.6

Ds5 50～ 19.6

Dg1 ～20 18.6

Dg2 20～30 19.6

Dg3 30～50 19.6

Dg4 50～ 20.6

K 20.6

ローム・
凝灰質

粘性土

砂質土

礫質土

完
新
世

更
新
世

第三紀

第
四
紀

地質区分

埋土

腐植土

粘性土

砂質土

礫質土

明らかに問題のあるデータＳ波速度が大きすぎるものやＮ値の小さいものは除外した。 

太田・後藤(1976)式を参考に、本検討で使用したデータセットで上載圧を考慮した場合と考慮しな

い場合の関係式を検討した。表4-1-4と表4-1-5に各関係式から求めた土質に対するパラメターをまと

める。いずれの土質についても、上載圧を考慮した関係式の方が、重相関係数が大きく、特に洪積

粘性土において差が大きくなっている。また、剪断弾性係数は拘束圧の0.5乗に比例する。それに関連

する係数cは0.15~0.25を選択することが多い。それに比べると設定した値は多少小さめになっている。 
 
a) 上載圧（深さ）を考慮した土質ごとのN値とS波速度との関係式 

dhLogcNLogbaVsLog  
  Vs：S波速度(m/s),  N：N値,  h：地表からの深さ（GL-m）,  a, b, c, d ：係数 
表4-1-4 上載圧（深さ）を考慮した場合の土質とN値とS波速度との関係式に与えたパラメター 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 上載圧（深さ）を考慮しない土質ごとのN値とS波速度との関係式 
cNLogbaVsLog  

 Vs：S波速度(m/s),  N：N値,  a, b, c ：係数 
表4-1-5 上載圧（深さ）を考慮しない場合の土質とN値とS波速度との関係式に与えたパラメター 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1-6 Ｎ値に対応した密度の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係数a 係数b 係数c 係数d 重相関係数R データ数
沖積粘性土 1.943 0.2083 0.1515 0.1626 0.6844 219
沖積砂質土 1.880 0.2039 0.1573 0.1020 0.8535 131
沖積礫質土 1.213 0.6395 0.1637 0.1636 0.8539 18
洪積粘性土 1.978 0.0975 0.2286 0.1012 0.7075 206
洪積砂質土 2.032 0.1843 0.1227 0.1114 0.6272 551
洪積礫質土 2.365 0.0230 0.1465 0.1488 0.3219 69

係数a 係数b 係数c 重相関係数R データ数
沖積粘性土 2.102 0.2432 0.1515 0.6687 219
沖積砂質土 1.918 0.3258 0.1139 0.8084 131
沖積礫質土 1.179 0.7764 0.1597 0.8286 18
洪積粘性土 2.168 0.2235 0.1159 0.5786 206
洪積砂質土 2.101 0.2479 0.1153 0.5887 551
洪積礫質土 2.254 0.1879 0.1396 0.3165 69

図4-1-12 工学的基盤上面に設定したＳ波速度(m/s)。

右下に、S波速度の凡例を示す。 
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 山地・丘陵部の物性値の設定 

山地部の設定はボーリングデータと微地形区分による設定に加え、微地形区分で「山地」ないし「丘

陵」として一括されている地域の中でも、地盤の構成地質は様々であるため、以下の検討方針により層

区分設定を行った。 
 

検討方針） 

① 山地部、丘陵部を構成する地盤では、地表付近の岩盤の風化、応力解放により、表層部のＳ波速度

が深部に比べて小さくなっている。また、一部では、Ｓ波速度の小さい堆積層が表層を覆う。 
② このような状態は、地質的には被覆層ないし岩盤の「風化部」と「新鮮部」として区分することが

できる（模式図：図4-1-13）。山地部や丘陵部では、この考え方をもとに、まず既往の地盤データを用

いて、図のような層構造を設定した。 

③ ボーリングデータをもとにして「風化部」の厚さ、Ｓ波速度を検討した（図4-1-13）。 
 

図4-1-13 ボーリングデータをもとにした「風化部」の厚さ・S波速度の検討 

 

4-1-4. 速度構造の修正と地質の連続性を重視した三次元化について「手順(5)」 

 微動探査データを用いた工学的基盤上面および速度構造の修正 

新たに実施した微動探査（極小アレイ）で得られた浅部地盤の速度構造のデータを用いて初期モデ

ルの工学的基盤上面および速度構造を修正した。使用した微動観測観測記録に基づくＳ波速度構造によ

るAVS30を図4-1-14に、このAVS30から、藤本・翠川(2001)の関係式を用いて求めた最大速度増幅率分

布を図4-1-15に示す。図4-1-16は微動探査で得られたＳ波速度構造断面を周囲のボーリングデータと比

較して検討した例である。速度構造モデルの妥当性については、5章で述べるスペクトルインバージョ

ンによる地震基盤からの観測サイト増幅特性を速度構造モデルに対して求めた理論サイト増幅特性と

比較して評価している。 
 

 既往資料における東京湾周辺陸域における沖積層基底面深度の推定 
東京湾周辺の浅部地盤構造モデル、およびそれよりも深い地盤構造について検討するため、既往資

料を用いて沖積層基底面深度の推定を行った。 
＜参考にした既往資料等＞ 

① 海底地質構造図：基盤（沖積層基底面）の等深線（2.5m 毎）が示されている。 

・海上保安庁(1974)：5 万分の１海底地質構造図「東京湾北部」，第 6363 号 9-S． 
・海上保安庁(1973)：5 万分の１海底地質構造図「浦賀水道」，第 6363 号 1-S． 

② 音波探査記録と音波探査断面の解釈図 

・海上保安庁（1995）:平成７年度 海底地殻構造調査「東京湾」報告書  

・岩渕・他（1995）: 東京湾北部の三次元マルチチャンネル音波探査 

・岩渕・他（1998）: 東京湾北部の海底断層調査 

③ 反射法音波探査記録 

・菊池真一・菊地隆男(1991)：マルチチャンネル反射法音波探査記録から見た東京湾底浅層部の

地質構造．水路部研究報告，第27号，59-95 
④ その他  

・東京都防災会議(1977)：首都圏の活構造と地形区分、－東京直下型地震に関する調査（その４） 
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・H15年度大大特：文部科学省「東京湾地殻構造探査：東京湾2003」成果報告書（2004） 

   

図4-1-14 微動観測記録に基づくＳ波速度構造によるAVS30（海域・山地部は土質・地質モデルより推定）  
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図4-1-15 AVS30(図4-1-14)から藤本・翠川(2001)の関係式を用いて求めた最大速度増幅率 
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西（本郷・上野）                                           東（浅草）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-1-16 断面位置図と微動アレイで得られたＳ波速度構造（緑線）の断面図とボーリング柱状図(下) 

上：赤線で示す武蔵野台地－江戸川低地を横断する東西方向の側線に沿った断面。（●：ボーリング地点, ●：極小アレイ観測地点） 

下：左が本郷・上野、右が浅草。縦方向に20倍に拡大。縦軸は標高(m)、横軸は測線西端からの距離(m)。赤破線はVs350m/s層の上面を示す。 
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 地質の三次元的な連続性を重視した浅部地盤構造モデルおよびモデル作成手法における特徴 
モデルの特徴と出力内容 モデル作成手法における特徴 今後の改良の可能性 

構造 

地震動計算 液状

化・斜

面崩壊

危険度

判定 

モデル作成

に必要なデ

ータ 

アルゴ

リズム 

ボーリ

ングデ

ータ等

の追加

による

修正 

微動探査、地

震観測 

データによる

修正 

地域的

な 

適用性 

作業効

率、必要

な時間と

予算 

全国展

開の可

能性 

可能な修正作業 

モデルの有効性、活用方向 応答スペク

トル特性、

増幅特性 

地震動

応答計

算用 

層構造 

詳細地形

データ・過

去の地形

データと

の組合せ 

人工改変

地の表現 

・ボーリング

データから地

質学的な情報

を読み取り、

地質構造を推

定することに

より、浅部地

盤の地震動特

性を深部地盤

構造のモデル

と同様の横方

向に連続的な

層構造で表現

する。 

 

・実地盤の地

域的な特性を

反映。 

 

・必要な属性

を有する層構

造への変換が

可能。 

 

・詳細な地形

形状の反映も

可能。 

・増幅率、

計測震度、

振幅、速度、

加速度、応

答スペクト

ル特性、地

震波形 

 

・メッシュ

ごとの速度

層構造から

地震波形を

求める。 

 

・周期帯域

別の表現も

可能 

・速度

層構造

は横方

向に連

続的に

変化 

・液状

化危険

層の抽

出が可

能。 

 

・斜面 

崩壊危

険度判

定は、 

山地・ 

丘陵部

の層構

造の有

効な表

現は難

しい。 

 

・微地形区

分 

・ボーリン

グデータ

が、ある程

度以上の密

度で存在す

る方が望ま

しい。 

 

・地質学的

な情報を用

いてデータ

の補間を行

う（例：完

新統基底の

不整合面の

追跡、火山

灰層等の鍵

層の利用）。

その場合

は、当ては

めモデルよ

り作成に支

障がない。 

 

・速度値等

の物性値デ

ータ 

・モデル

作成に

地質解

釈技術

が必要。 

 

・地層区

分の基

準、構造

解析の

アルゴ

リズム

の整理

が必要。 

データ

の追加

による

層構

造、物

性値の

変更は

可能だ

が、モ

デル修

正手順

の設定

が必

要。 

層構造

として

作成さ

れたデ

ータの

追加や

それに

よる修

正が可

能。 

 

探査、観測デ

ータによるチ

ューニングと

面的な補間が

可能。 

◎深部地盤構

造モデルと同

様の形式なの

で、統合した

モデルとし

て、地震動、

微動の観測結

果を再現する

ような調整が

行いやすい。 

⇒統合地盤構

造モデルへの

展開 

◎この作業を

加えること

で、地震動の

再現、地盤応

答検討のため

のモデルとし

て可能にな

る。また、地

質技術者の見

解の相違を修

正可能。 

◎平野 

 

×丘陵 

×山地 

※デー

タが少

ない。 

※平野

と異な

る設定

が必

要。 

・ボーリ

ングデー

タの収

集、デジ

タル化、

地層や地

形の読み

取り作業

に時間を

要する。 

 

・地質技

術者の参

画が必

要。 

 

・必要予

算大、工

期も長く

なる

（△）。 

地盤デー

タや鍵層

の分布へ

の依存度

が高いの

で、ある

程度の精

度のモデ

ルが可能

な地域は

限定され

る。 

旧地形と

の比較 

 ↓ 

人工改変

地 の 抽

出、地形

解析 

 ↓ 

面の平坦

性、斜面

の傾斜 

↓ 

微地形区

分を細分 

 ↓ 

造成地の

抽出 

段丘面の

定量的認

定 

自然斜面

の危険度

の評価 

・代表地

点データ

をもとに

層厚を設

定して層

構造とす

る。 

 

・データ

が少ない

ため、層

厚が変化

する層構

造の設定

はデータ

の条件に

よる。 

・自治体、地域レベルのある

程度以上の精度でのモデル化

に有効。 

 

・ある程度詳細な層構造モデ

ルが必要な場合に、地質的な

論理を用いることで、効率的

なモデル作成が可能（作業に

地質技術者の主観が入るが、

逆に、主観が入っても、ある

程度の共通認識でモデル化で

きれば、それをもとにチュー

ニングして、そこで客観性を

担保するという流れで効率的

にモデルを作ることが可能）。 

 

・連続的な層構造として汎用

性がある。地質断面図など、

層構造で表現された他の地盤

情報との組合せが可能（沿岸

浅海域についても、音波探査

データを用いて作成可能）。 

 

・詳細な地盤応答解析（地盤

の不連続性、非線形挙動、地

表構造物との組み合わせ等）

の基本となる可能性のあるモ

デル。 
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4-2. 作成した浅部地盤構造モデルについて 

作成した浅部地盤構造モデルの土質区分とS波速度区分断面図の例（図4-2-1）を示す。東西断面４（図

4-2-1h）と東西断面５（図4-2-1i）は東京湾を横断する測線である。断面の横軸は、10kmを目安にメッシ

ュを積算して距離を出している（約250mメッシュだが、緯度方向7.5秒、経度方向11.25秒）ため、250m
よりやや大きい経度方向(東西断面)では端数がでているが数値は正しい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 西                                         東 

 

土質断面 

土質名 color
盛土
粘土
砂
礫

ローム
基盤

Ｓ波速度断面 

図4-2-1 浅部地盤構造モデル例 

a) 測線位置図。基図は本検討で用いた微地形区分（14,15頁参照）。 

b) 微地形区分の凡例。 

c) 土質断面の色分けに使われている土質区分とその凡例。 

d) S波速度断面の色分けに使われている速度区分とその凡例。 

e) 東西１測線に対する浅部地盤構造モデルの断面図。左が西側。図の上の色分けは、地表面の微地形

区分を示す(凡例は、b)。図中の黒横線は標高０ｍを示す。上は土質断面、下はS波速度断面。 

f) 東西２測線, g) 東西３測線, h)東西４測線, i)東西５測線に対する浅部地盤構造モデルの断面 

j) 南北１測線に対する浅部地盤構造モデルの断面図。左が南側。 

k) 南北２測線, l) 南北３測線に対する浅部地盤構造モデルの断面。 

東西断面1 

東西断面2 

東西断面3 

東西断面4 

東西断面5 

南北断面1 

南北断面2 
南北断面3 

a） 測線位置 c) 土質断面の凡例 

d) S波速度断面の凡例 

e) 東西１測線に対する土質断面とS波速度断面 

b) 微地形区分の凡例 
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 西                                        東 

 
 

 

 
 

図4-2-1 浅部地盤構造モデル例（つづき） 

 

 

Ｓ波速度断面 

土質断面 

f) 東西２測線に対する土質断面とS波速度断面 

g) 東西３測線に対する土質断面とS波速度断面 

土質断面 

Ｓ波速度断面 
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 h) 東西４測線に対する土質断面とS波速度断面(０ｍ以下が白い場所は海底面) 

土質断面 

Ｓ波速度断面 

Ｓ波速度断面 

土質断面 

i)東西５測線に対する土質断面とS波速度断面(０ｍ以下が白い場所は海底面) 
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 南                                         北 

 
 

図4-2-1 浅部地盤構造モデル例（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓ波速度断面 

j)南北１測線に対する土質断面とS波速度断面 

k)南北２測線に対する土質断面とS波速度断面 

Ｓ波速度断面 

土質断面 
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 南                                         北 

 
 

図4-2-1 浅部地盤構造モデル例（つづき） 

 

 

 

 

 

 

l) 南北３測線に対する土質断面とS波速度断面 

土質断面 

Ｓ波速度断面 
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5． 浅部・深部統合地盤構造モデルの作成（相当する手順の番号） 

5-1. 浅部地盤構造モデルと深部地盤構造モデルの接合と調整「手順(1)」 
浅部地盤構造のモデルにおける工学的基盤の地質構成と S 波速度の深度方向変化と深部地盤構造モデ

ルの最上位層の S 波速度を比較し、両者のインピーダンスコントラストが小さい場合には、浅部地盤構

造と深部地盤構造をそのまま接合した（図 5-1-1）が、コントラストが大きい場合には、工学的基盤以深

に両者をつなぐ中間速度層（Vs=350～500 m/s 程度）を設定した（図 5-1-2）。 
中間層を設定する場合は、KiK-net 等の深いボーリングにおける PS 検層データ等を参考にして追加す

る速度層の厚さと速度値を設定した。堆積盆と周辺の山地部を含む広域的な領域における深部地盤構造

と深度分布傾向を考慮して、これらと調和させるように中間速度層の層厚を調整した。 

 

図 5-1-1 浅部地盤と深部地盤構造モデルの接合 
 

 
図 5-1-2 中間速度層の設定イメージ（Vs=350～500m/sのイメージ） 

 

浅部地盤構造モデル 

深部地盤構造モデル 
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5-2. 地震記録・微動観測データによるモデルの調整「手順(2)」 

強震動予測のための地盤構造モデルの評価として重要な S 波速度構造を検討するため、地震記録を収

集し、微動観測を実施した（図 5-2-1）。H/V(R/V)スペクトルと位相速度情報等に基づく地盤構造モデル

のチューニングを行う。 

図5-2-1 地震観測記録と微動観測記録の収集・実施状況（関東全域） 

基図は微地形区分（若松・松岡, 2013） 

上図：地震観測記録収集地点(△)、下左図：微動小アレイ（単点も含む）観測記録収集地点(黒点) 

下右図：大アレイ観測記録収集地点(黒丸) 

小アレイ：約11,000箇所 

地震観測点 

大アレイ：512箇所 
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 微動観測の概要 

微動観測については、関東地域全域において、主に低地と台地部において、３成分加速度微動計を用

いて2種類の微動アレイ観測を実施している。1つは極小アレイおよび不規則アレイ観測を主体とした小

アレイで、主に公的建物の敷地や公道等で、約11,000点（図5-2-1 下左）を約1km間隔（一部地域では2km）

で実施している。もう1つは、大きめのサイズのアレイ観測（以後、大アレイ観測と呼ぶ）で、K-NET、
KiK-net、自治体の震度観測地点等の512地点（図5-2-1右下図）でそれぞれ実施している。小アレイ観測

は、60cmの4点による三角形アレイと5～10mの不規則アレイ（図5-2-2）を、約1km間隔にて、それぞれ

15分の観測を行っている。大アレイ観測については、約5km間隔で設定し、半径R=800mもしくは400m、

200m、100mの大きさの三角形のアレイ（図5-2-3は、R=400, 200, 100mの例）と、それよりも小さな半径

については、一辺75m、50m、25mのL字アレイおよび極小アレイを展開している。三角アレイについて

は、50～90分程度、L字アレイ等の小さな長さのアレイについては30分程度の観測を行っている。 

図5-2-2 小アレイの例（半径60cmの円周上の3点とその中心の1点からなる三角形アレイと、その中心の

１点を含めた１辺5～10mの不規則三角アレイ） 

図5-2-3 大アレイの例（半径R=400,200,100mの三角形アレイ、一辺75,50,25mのL字アレイ） 
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 微動データの解析法について 

微動アレイデータの解析に用いる空間自己相関法(SPAC 法)について、以下に手順を示す（図 5-2-4）。 
① 三角アレイについては 163.84 秒間、L アレイについては 81.92 秒間、小アレイについては、10.24 秒

の波形データとして分割する。 
② 分割した波形に対して、一次近似によるドリフト除去および DC 除去を施す 
③ 極端に大きなノイズや、一時的なノイズが入っている区間があれば解析対象から除外する 
④ SPAC 係数を算出する 

a) 計算された SPAC 係数をグラフ化する 
b) 残差分布を求め、そのピークを読み取って位相速度を求める 
c) 残差分布が不明瞭な場合は、一旦波形に立ち返り、波形の品質を確認する。 

⑤ ①～④の手順で得られた三角アレイ、L アレイのそれぞれの実測分散曲線を、結合し、最終的な実測

分散曲線とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-2-4 微動アレイデータの解析手順 
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 地震記録の解析法（R/V スペクトル算出）について 

地震記録のR/Vスペクトルは、以下のようにして算出している。 
・S 波初動から 20 秒以降の波形を抜き出す。 
・抜き出した波形のラディアル成分と上下動成分のフーリエスペクトルを求める。その際、バンド幅

0.05Hz の Parzen Window により平滑化を行う。 
・ラディアル成分と上下動成分のスペクトル比を求める。 
表 5-2-1 に茨城県のデータ解析に使用した地震の一覧を、図 5-2-5 に地震の震央位置および観測点位置

図を、図 5-2-6 に R/V スペクトルの例を示す。 
表 5-2-1 R/V スペクトル算出に使用した地震リスト 

図 5-2-5 R/V スペクトル解析に用いた地震の震央位置（左図）と地震観測点位置（茨城県の例） 
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図 5-2-6 R/V スペクトルの例（茨城県） 

 

R/V スペクトルを使った解析については、次節のジョイントインバージョンを行う前に、簡易的に調

整するために、観測された地震記録の R/V(H/V)スペクトルと作成した速度構造モデルから得られる理論

値を比較することにより層厚を修正するなどの調整を行った（調整手法と手順は 3-4 章と同じ）。 
 

 速度構造解析およびジョイントインバージョン 

新たに行った微動探査（アレイ）による測定データを用いて実測分散曲線を求め、逆解析を行って地

盤の速度構造を求めた。なお、逆解析に際しては、近傍の強震観測点において観測された地震波形の S
コーダ波を用いて R/V(H/V)スペクトルを求め、これを併せた同時逆解析（ジョイント・インバージョン）

を実施した。 
同時逆解析における諸元、パラメターを表 5-2-2 にまとめた。 

 

表 5-2-2 逆解析諸元と GA パラメター 

ジョイントインバージョン  GAパラメター 

位相速度対象モード 基本モード  世帯数 50 

位相速度逆解析 GA（山中・石田, 1995）  世代数 50 

R/V対象モード 基本～4次重ね合わせ  交差確率 0.7 

R/V逆解析 Arai and Tokimatsu(2004)  突然変異確率 0.01 
重み 位相速度 0.5：R/V 0.5   

モデルの調整 

工学的基盤(Vs=350m/s)より上層： 
深度固定、速度可変 

工学的基盤以深： 
速度固定、深度可変 
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強震記録および微動アレイ観測から得られた結果を用いたジョイントインバージョンのフローを図

5-2-7 に示す。 
 

微動アレイ観測

測定

SPAC法・FK法・
CCA法

解析

強震記録

実測分散曲線観測R/Vスペクトル比

既往資料等

初期地盤モデル

一致するか

理論分散曲線
理論H/Vスペクトル比

速度構造の決定

Yes

No

ジョイントインバージョン

 
 

図 5-2-7 微動アレイデータの解析方法と地震記録とのジョイントインバージョンのフロー 

 

ジョイントインバージョンにおける位相速度の残差を以下、5-2-1, 5-2-2 式のように定義した。 

 
pvN

j
ocojpvPV jfCjfCjfCfwNE

1

2

)()()()(1      (5-2-1) 

)0.1( 0.5+0.5*)(
)0.1(0.1)(

Hzfffw

Hzffw

jjj

jj
   (5-2-2) 

 
ここで、Npv、Co(fj)、Cc(fj)はそれぞれ位相速度のデータ数、周波数 fj における実測位相速度および理

論位相速度である。W(f)は、重み関数であり、高周波数ほど重みを大きくした。 
同様に、R/V（H/V）スペクトルの残差を以下、5-2-3 式のように定義した。 
 

RVN

j c

c

o

o
RVRV RV

jfRV
RV

jfRV
NE

1

2

maxmax

)()(
1  (5-2-3) 

 
ここで、NRV、RVo(fj)、RVc(fj)、RVomax、RVcmax はそれぞれ R/V（H/V）スペクトルのデータ数、周波数 fj

における観測R/V(H/V)スペクトル、理論H/Vスペクトル、観測R/V(H/V)スペクトルの最大値および理論

H/V スペクトルの最大値である。これらの残差を用いて、観測データ全体の残差を以下、5-2-4 式のよう

に定義した。図 5-2-8 にジョイントインバージョンの残差の重み付けの例を示す。 

RVPV EEE 5.05.0      (5-2-4) 
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1

0.2

f 1.2f
Freq.

1

f
Freq.

残
差
重
み

Freq.

Freq.
残
差
重
み

H/Vスペクトルのみ 分散曲線 + H/Vスペクトル

分散曲線

H/V

w1 w2
w3

EPV  =

EHV =

∑(PV-PVC)2

N

残差

∑wi (HV-HVC)2

N

最終残差

E = αEPV + βEHV

※） 通常は、α=0.5，β=0.5

PV ：実測位相速度
PVC：計算値
HV ：観測R/Vスペクトル
HVC：理論H/Vスペクトル

 
図 5-2-8 ジョイントインバージョンの残差の重み付けの例 

 

また、インバージョン時の層構造の修正については、浅部地盤構造の部分は、S 波速度構造を変更（層

厚を固定）し、深部地盤構造については、層厚を変更（S 波速度構造は固定）した（図 5-2-9）。 

 
図 5-2-9 ジョイントインバージョン時の速度層・S波速度（Vs）構造の修正概念図 
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初期地質モデル（J-SHIS モデルの改良モデル）に対し、強震記録および微動アレイ観測による解析

データを用いたジョイント・インバージョンによる修正結果の例を図 5-2-10 に示す。工学的基盤上面

（350m/s）より上の層では、Ｓ波速度が、350m/s 層以下では層厚が修正されている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5-2-10 ジョイントインバージョン修正結果例（茨城県旭総合支所）※修正箇所は黄色のハッチ 
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5-3. 経験的サイト増幅特性による短周期領域の検証・調整「手順(3)」 

 サイト増幅特性の推定 

作成した浅部・深部統合地盤構造モデルについて、短周期帯域（2秒未満）のサイト増幅特性を検討と

して、スペクトルインバージョン（例えば、片岡・他,2006）を行い、経験的サイト増幅特性を評価する

（図5-3-1）。ここでは地盤の非線形性は考慮しない。地震本部での強震動評価は地盤の非線形性は考慮

しない評価をおり、浅部・深部統合地盤構造モデルも、非線形性を示すパラメターなどのモデル化は行

っていない。 

図 5-3-1 地震動の長周期成分の波形再現性と短周期成分のサイト増幅特性を考慮した検討の流れ 

 

スペクトルインバージョン解析に用いた地震の震央位置と伝搬経路の Q 値の検討例を図 5-3-2 に示す。 
 

図 5-3-2 スペクトルインバージョンに用いた地震の震央位置（左）、伝播経路のＱ値の検討（右） 
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Q値に対しては、以下のバイリニア型の式を用い、aの値を0.1～100の間で探索した。 

 )()( c
b fff

a
VsfQ     )()( c

b
c fff

a
VsfQ

  
 

fc=5Hz（福島・翠川, 1994）, b =0.44（山中・他, 2009） 

 

サイト増幅特性計算は、片岡・他（2006）のスペクトルインバージョン手法を参考にした。 
5-3-1式に示すように、加速度フーリエスペクトル（A(f)）が、震源特性（S(f)）、伝搬経路特性（P(f)）、

サイト増幅特性（G(f)）の３つのスペクトル成分により構成されると考える。 
fGfPfSfA jiij    (5-3-1) 

Q
fX

XfP exp)( 1    (5-3-2) 

ここで、ⅰは地震に対する添字、jは観測点に対する添字、fは周波数、Xは震源距離、βは伝搬経路のS波
速度を意味する。 
震源特性をスペクトルインバージョンにより推定し、ω-2モデルによりモデル化する。 

2
0

0
2

3 1
2

4
)(

ff
MfPFR

zz

RTITNsfS
 
        (5-3-3) 

M0は地震モーメント、f0はコーナー周波数。FSは自由地表面の効果を表す定数でFS=2とした。PRTITNは

水平2成分へのエネルギー分配を示す係数である。本検討では、水平2成分のベクトル和で定義するため、

1とした。ラディエーションパターンRθΦについては、スペクトルインバージョン解析ではスペクトルの

対数を対象として分離することから、S波のラディエーションパターン係数の対数平均値0.55を用いた。 
図5-3-3にスペクトルインバージョンによって求めた震源スペクトルとサイト増幅特性解析結果を示す。

用いたデータは、関東地方で観測されたMj5～6の中規模地震で、深さ40 km以上の震源に対する記録であ

る。S波主要動部分の20秒間のデータを用いてスペクトルを計算した。スペクトルの平滑化は、紺野・大

町(1995)による対数フィルターを参考にした。b値は20としている。KiK-net観測点の成田、十王、つくば

の3地点において、孔中と地表の観測スペクトル比を用いた地盤構造の同定解析を行い、同定解析結果に

より計算される3地点の理論増幅特性を拘束条件とした。 
震源スペクトルは、ω-2モデルで観測データを良く説明できている（図5-3-3a）。 

    図 5-3-3a スペクトルインバージョンで得られた震源スペクトルの例 

観測波形(震源は図5-3-2)から求めた震源スペクトル（黒）とω-2モデル（水色） 
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 サイト増幅特性は、本検討で求めた観測サイト増幅特性と野津・長尾(2005)による観測サイト特

性増幅特性を比較した。野津・長尾(2005)では、表面波部分も用いているため長周期側では本検討

で求めた観測サイト増幅特性に対してやや値が大きいが、ピーク周波数はよく一致している（図

5-3-3b の水色と黒のスペクトル）。また、観測サイト増幅特性と浅部・深部統合地盤構造モデル（本

検討モデル）を用いた理論サイト増幅特性(図 5-3-3b 青のスペクトル)を比較して、モデルに与えた

速度構造の妥当性を評価した。 

図 5-3-3b スペクトルインバージョン結果（増幅特性）  

黒：本検討で求めた地震基盤からの観測サイト増幅特性  

水色：野津・長尾(2005)が求めた観測サイト増幅特性  

青：浅部・深部統合地盤構造モデルによる理論サイト増幅特性。Q値特性は、千葉県、茨城県の震度計

データによる観測サイト増幅特性を用いて求めたQ値の同定解析結果の平均値を用いた。Q=Vs/10.6*f0.44 

（f=5Hz以上は、Vs/10.6*50.44で一定）  

                                 

5-4. 三次元的な計算手法による地震動の再現と比較「手順(4)」 

修正した浅部・深部統合地盤構造モデルを用いて差分法による地震動シミュレーションを行い長周期

成分の地震動の再現性によるモデルの検証を行った。ここでは１秒よりも長周期側の検証を行っている

ため、図5-4-1に示すように浅部地盤構造モデルを利用せず、Vs=350 m/s を解放基盤として計算した。た

だし、比較対象の観測地震波形は、浅部地盤構造モデルデータに基づき一次元重複反射法を用いて、

Vs=350 m/s 層の上面まで戻す処理を行っている。本検討の計算に用いた浅部・深部統合地盤構造モデル

の物性値を表5-4-1に示す。 
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表 5-4-1 本検討で用いる地下構造モデルの物性値 

  P 波速度 S 波速度 密度 Qs 

  m/s m/s g/m3   

1 1600 350 1850 70 

2 1600 400 1850 80 

3 1700 450 1900 90 

4 1800 500 1900 100 

5 1800 550 1900 110 

6 2000 600 1900 120 

7 2000 650 1950 130 

8 2100 700 2000 140 

9 2100 750 2000 150 

10 2200 800 2000 160 

11 2300 850 2050 170 

12 2400 900 2050 180 

13 2400 950 2100 190 

14 2500 1000 2100 200 

15 2500 1100 2150 220 

16 2600 1200 2150 240 

17 2700 1300 2200 260 

18 3000 1400 2250 280 

19 3200 1500 2250 300 

20 3400 1600 2300 320 

21 3500 1700 2300 340 

22 3600 1800 2350 360 

23 3700 1900 2350 380 

24 3800 2000 2400 400 

25 4000 2100 2400 400 

26 4000 2100 2400 400 

27 5000 2700 2500 400 

28 4600 2900 2550 400 

29 5000 2700 2500 400 

30 5500 3100 2600 400 

31 5500 3200 2650 400 

32 5800 3400 2700 400 

33 6400 3800 2800 400 

34 7500 4500 3200 500 

35 5000 2900 2400 200 

36 6800 4000 2900 300 

37 8000 4700 3200 500 

38 5400 2800 2600 200 

39 6500 3500 2800 300 

40 8100 4600 3400 500 

 
＊ Qs 値は、Qs=基本的には Vs/5 として設定。 

■ 全国 1次地下構造モデル(暫定版) 

□  浅部・深部統合地盤構造モデルでモデル化されて

いる主要な層 

 
 

図5-4-1 計算に使用するモデルの範囲 

赤点線（Vs=350m/s）を解放工学的基

盤上面として理論波形計算を行った。

比較対象の観測地震波形は、浅部地盤

モデルデータに基づき、一次元重複反

射法にて解放工学的基盤上面まで戻す

処理を行って比較する。 

25層 陸地のVp=4000m/s層を分類 

26層  海域の反射法などにみられる4000m/s層を分類 

31層 地震基盤 

32層  上部地殻第２層 

33層 下部地殻 

34層 マントル 

35層 海洋性地殻第２層（フィリピン海プレート） 

36層 海洋性地殻第３層（フィリピン海プレート） 

37層 海洋性マントル（フィリピン海プレート） 

38層 海洋性地殻第２層（太平洋プレート） 

39層 海洋性地殻第３層（太平洋プレート） 

40層 海洋性マントル（太平洋プレート） 

＊海洋性地殻第２層は堆積層 
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差分計算のため、水平70m×鉛直35mのグリッド間隔の差分格子を作成した（表5-4-2）。Q値は基本的

には、S波速度の1/5とし、参照周期を3秒とした。計算の対象とした地震は図5-4-2に示した5つの震源で

あり、茨城県、千葉県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県内のK-NETとKiK-netの197観測点で

の波形を出力した。比較の対象とする観測記録は、浅部・深部統合地盤構造モデルの浅部地盤構造モデ

ルに基づいて一次元多重反射法を用いて補正し、解放工学的基盤上で評価した。 
 

表5-4-2 計算の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 差分法による検証について 
差分法の計算結果の評価については、ここでは、観測記録（data）に対する計算記録（model）の再現

性を評価する指標として、次式に示すGOF（＝goodness-of-fit）およびCGOF（combined GOF）（Dreger et 
al., 2015）を用いた。GOFとCGOFは次式で表される。 

modeldatalnGOF  

modeldataln
2
1modeldataln

2
1CGOF  

CGOF式の右辺第一項はGOFの平均値の絶対値、第二項は絶対値の平均値（つまり、平均と分散）を表

している。指標値の計算には、水平２成分のフーリエスペクトルのベクトル合成値を用いている。 
 差分法による検証結果の例として、１観測点に対し、本検討モデル（V7_6と表記）の他、浅部・深部

統合地盤構造モデルとして調整途中であった深部チューニングモデル（V7_4）、長周期地震動計算用モ

デル（V6_1）、中央防災会議（2003）モデル（CDMC）、全国1次地下構造モデル（JIVSM）、J-SHIS-V2
モデル（J-SHIS）を用いて求めたGOF値を図5-4-3に示す。図には、3つの周期帯域（周期1～2秒、2～5秒、

5～10秒）での平均（黒実線）と標準偏差（黒点線）も示している。平均値が0に近くても標準偏差が大

きければ周期特性が合っていないことを意味する。  

構造モデル 
格子サイズ（ｍ） 

第1領域 
dx1 dy1 dz1 
70 70 35 

格子数（第2領域の格子サイズは第1領域の3倍） 
第1領域 第2領域 

nx1 ny1 nz1 nx2 ny2 nz2 
3789 4146 231 1263 1382 400 

計算時間間隔（秒） 
0.003125 

図5-4-2 計算に用いた地震 

震源位置は気象庁一元化震源情報 

震源メカニズム解・地震モーメントはF-netに

よるCMT解 



  

- 50 - 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5-4-3 差分法による検証結果例（上：K-NET TCG006小川観測点 下：IBR013鉾田観測点） 

本検討モデル（V7_6）・内閣府(CDMC)・全国１次地下構造モデル(JIVSM)・長周期計算用モデル(V6_1)・

J-SHIS-V2(J-SHIS)によるGOF値の比較。 
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モデル化した関東地域全体に対して、どのくらいスペクトルの合致度(CGOF)が向上したかを図5-4-4に
示す。これは、5地震197地点に対して、観測記録（data）と計算記録（model）のCGOF値を観測点上に示

したものである。カラーバーで示すように緑色であるほど、合致度が高いことを示している。深地盤構

造モデルである、内閣府モデル（CDMC）や全国1次地下構造モデル（JIVSM）より、本検討モデルでは、

CGOF値で示される合致度が高いことがわかる。 

図5-4-4 本検討におけるモデル(V7_6)とJIVSM, J-SHISの全地震観測点のCGOF値 
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差分法の波形と観測記録の波形比較について図5-4-5に示す。このように、チューニングしたモデルに

対して理論計算を行い、観測記録との合致度の比較・検討を行い、さらにチューニングを実施して、結

果の改善を試みた。 
 

GNMH05 伊勢崎 

 
TCG006 小川 

 
SITH04 所沢 

 
IBR017 江戸崎 

 
 

図5-4-5 観測記録と差分法による計算波形の比較例 （黒：地震観測記録（数字は最大速度） 

赤：本検討モデル、青：J-SHIS-V2モデル（地震：2015/1/30 20:31 Mj4.8） 
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6．強震動予測に用いた地下構造モデル（本検討モデル）の特徴 

 
 特徴的な境界層の上面深さ分布と断面図 

深部地盤構造モデルは、既往のモデルと比べ、地震基盤相当層(Vs=3200 m/s)の深さ構造は、大きくは

変わらないものの、広帯域化を行う上で重要な工学的基盤相当層である Vs=350 m/s 層を加えて評価を行

ったことで、Vs=500~900 m/s の各層が大幅に修正され、周期および増幅特性が 2 秒よりも長周期で、こ

れまでのモデルよりも良く合う結果となっている。それぞれの特徴的な境界層の上面深度を図 6-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6-1 本検討による浅部・深部統合地盤構造モデルの深部地盤のS波速度層上面深度  

(上段左からVs= 350,500,700m/s、下段左からVs=900,1500,3200 m/s) 

コンターの色と深さの凡例を右端に示す。 

Vs=350m/s上面 Vs=500m/s上面 Vs=700m/s上面 

Vs=900m/s上面 Vs=1500m/s上面 Vs=3200m/s上面 
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図 6-2 に本検討モデルを作成するために用いたモデル修正地点と、図 6-3 に示す断面図の位置を示す。

モデル修正位置間の補間修正が必要な場合、移動平均 2.5km の平滑化を行った。   
 

 
 
 

図6-2 ジョイントインバージョン等によるモデル修正地点（黄色）と図6-3の断面図位置。 

基図は微地形分類（若松・松岡, 2013） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Line 1 

Line 2 

Line 3 

Line 4 

Line 5 

Line 6 

Line 7 

Line 8 

Line 9 Line 11 Line 13 Line 15 
Line 10 Line 12 Line 14 
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図 6-3a  本検討モデルの深部地盤断面図(東西断面：上からLINE-1～LINE-8)  
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 図 6-3b 本検討モデルの深部地盤断面図(南北断面：上からLINE-9～LINE-15) 
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 反射法地震探査測線の解釈結果やブーゲー異常値との比較 
反射法地震波探査断面（９測線）と微動データによる速度構造モデルの比較を行い、境界層の深さ分

布に問題がないか確認を行った。３例を図に示す。 
反射法地震探査断面と微動データによる速度モデルは、特に基盤の深度がよく対応し、絶対深度もお

おむね良く対応している（図 6-4, 図 6-5, 図 6-6）。ただし、反射法断面で確認されているグラーベン構

造等の中新統等の構造は不明瞭であった(図 6-5, 図 6-6)。 
重力データと微動データの比較では、相対的な基盤の起伏と重力データの起伏がよく対応している。

ただし、いくつかの断面では、トレンド成分を考慮する必要があると考えられる（例えば、図 6-7）。 
また、この傾向は、重力データと反射法地震探査データの比較でも同様のことが指摘できるため、重

力データのフィルター処理や、2 層構造を仮定した重力基盤の解析結果との比較が必要であると考えてい

る。 
 

 
図 6-4 千葉北西部測線に対する反射法地震波探査断面と微動データで調整された速度層モデルの比較 

左上地図：微動観測点と反射法地震探査の測線（千葉県北西部にあるオレンジの線） 
右上：反射法地震探査断面（千葉県, 1999）と解釈速度の凡例） 
右中：微動データで調整された速度層モデル断面。線は各速度層の上面を表す（図内右下に凡

例）。 
右下：対応する測線でのブーゲー異常分布(仮定密度2.67g/cm3; 地質調査総合センター, 2004） 
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図 6-5 朝霞鴻巣邑楽測線に対する反射法地震波探査断面と微動データで調整された速度層モデルとの

比較 
 上：反射法地震波探査断面（高橋・他, 2006）と解釈速度の凡例。 
中：微動データで調整された速度層モデル断面。線は各速度層の上面を表す（図の右に凡例）。 
下：ブーゲー異常分布（仮定密度2.67g/cm3; 地質調査総合センター, 2004） 
右下地図：微動観測点と測線位置。 
地震基盤面を示す速度層（中図の青線：Vs=3200m/s）と重力データとの定性的な傾向は一致。特に、

基盤の高まりの位置（中と下図の中央位置）などが概ねよく一致している。反射断面図（最上図）で見
られる地震基盤上面が深い構造は、速度構造（中図）には表れていない。 
 

 
 
 
 
 
 
 



  

- 59 - 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-6 北関東測線に対する反射法地震波探査断面と微動データで調整された速度層モデルとの比較 
 上（２図）：反射法地震波探査断面と解釈速度断面速度層モデル（文部科学省, 2006）  
中：微動データで調整された速度層モデル断面。線は各速度層の上面を表す（図中左下に凡例）。 
下：ブーゲー異常分布（仮定密度2.67g/cm3; 地質調査総合センター, 2004） 
右下地図：微動観測点と測線位置。 
地震基盤面を示す速度層（中図の青線：Vs=3200m/s）と重力データに見られる基盤の高まりの位置は、

概ね一致している。反射断面解釈図（上から２番目の図）で見られる地震基盤上面が深い構造は、速度
構造（中図）には表れていない。 
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